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１． １８年３月期の業績(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日)
(1)経営成績

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　％ 百万円　　　％ 百万円　　　％

18年 3月期
17年 3月期

29,810      17.7 
25,327     △3.8 

1,323      54.6 
856       1.2 

1,081      78.2 
606      29.1 

当期純利益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円　　　％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18年 3月期
17年 3月期

2,727     108.9 
1,306     157.8 

94.91 
44.62 

68.47 
28.35 

 28.5 
17.0 

 3.5 
2.0 

3.6 
2.4 

(注) ①期中平均株式数 18年 3月期  普通株式  28,279,707株     第１種優先株式  4,000,000株
17年 3月期  普通株式  28,284,747株     第１種優先株式  4,000,000株

　  ②会計処理の方法の変更　　　無
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
 (2)配当状況

1株当たり年間配当金
中　間 期　末

配当金総額

(年　間) 配当性向
株主資本

配 当 率    

　円　銭 円　銭 　円　銭 百万円 ％ ％

18年 3月期  （普 通 株 式）
   （第１種優先株式）

6.00  
10.975 

0.00  
0.00  

6.00  
10.975 

169   
43   

 

6.3 2.0 

17年 3月期  （普 通 株 式）
   （第１種優先株式）

5.00  
10.98  

0.00  
0.00  

5.00  
10.98  

141   
43   

11.2 2.2 

 (3)財政状態
総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　 銭 
18年 3月期
17年 3月期

30,587      
30,506      

10,844      
8,304      

35.5  
27.2  

240.51  
150.66  

(注) ①期末発行済株式数  18年 3月期  普通株式  28,277,185株     第１種優先株式  4,000,000株
17年 3月期  普通株式  28,282,352株     第１種優先株式  4,000,000株

     ②期末自己株式数    18年 3月期　22,815株      17年 3月期　17,648株

２．１９年３月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日)
１株当たり年間配当金

売 上 高    経常利益 当期純利益
中　間 期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中　間　期

通　　　期

13,600  

30,600  

180  

1,200  

140  

1,000  

普通株式 0.00 
第１種優先株式 0.00 
―――

―――

普通株式  6.00 
第１種優先株式 11.718

―――

普通株式  6.00 
第１種優先株式11.718

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　　33円 71銭

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の業績は

      今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
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（参考）

１．「１８年３月期の業績」指標算式

○ １株当たり当期純利益

当期純利益 － 優先株式配当金総額
                                                                                                                                                         

期中平均普通株式数

○ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益
                                                                                                                                                        

期中平均普通株式数 ＋ 潜在株式数

○ 配当性向

１株当たり普通株式配当額  × １００
                                                                                                                         

１株当たり当期純利益

○ １株当たり株主資本

期末株主資本 － 期末発行済優先株式数 × 発行価額 － 優先株式配当金総額
                                                                                                                                                                                                                                                                                               

期末発行済普通株式数

２．「１９年３月期の業績予想」指標算式

○ １株当たり予想当期純利益

予想当期純利益 － 予想優先株式配当金総額
                                                                                                                                                                                    

期末発行済普通株式数
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貸　借　対　照　表

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　別 当    期 前    期 期　別 当    期 前    期

比較増減 比較増減

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 科　目 金　額 構成比 金　額 構成比

 （ 資 産 の 部 ） % %  （ 負 債 の 部 ） % %

流 動 資 産 24,073 78.7 24,006 78.7 66 流 動 負 債 11,912 38.9 11,429 37.5 483

現 金 及 び 預 金 1,964 1,908 56 支 払 手 形 502 695 △192 

受 取 手 形 406 462 △56 買 掛 金 4,550 4,128 421

売 掛 金 7,868 6,910 957 短 期 借 入 金 3,840 4,600 △760 

製 品 924 748 176 未 払 金 554 443 110

半 製 品 208 286 △78 未 払 法 人 税 等 90 109 △18 

材 料 1,692 1,660 32 未 払 費 用 793 563 230

仕 掛 品 6,428 6,954 △525 前 受 金 1,460 710 749

未 着 品 211 277 △65 その他の流動負債 122 179 △57 

前 渡 金 238 314 △76 固 定 負 債 7,829 25.6 10,772 35.3 △2,942 

前 払 費 用 72 72 0 長 期 借 入 金 5,660 7,300 △1,640 

繰 延 税 金 資 産 740 735 5
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債 1,274 1,274          －

子会社短期貸付金 3,132 3,272 △140 退職給付引当金 787 2,197 △1,410 

その他の流動資産 225 434 △208 役員退職慰労引当金 107          － 107

貸 倒 引 当 金 △40 △30 △10   負  債  合  計 19,742 64.5 22,201 72.8 △2,459 

固 定 資 産 6,514 21.3 6,499 21.3 14 （ 資 本 の 部 ）

有形固定資産 5,237 5,145 91 資   本   金 5,145 16.8 5,145 16.8          －

建 物 構 築 物 2,710 2,684 26 利益剰余金 3,848 12.6 1,306 4.3 2,542

機 械 装 置 3,399 3,631 △232 利 益 準 備 金 18          － 18

車 両 運 搬 具 7 7 △0 当期未処分利益 3,829 1,306 2,523

工 具 器 具 備 品 3,049 3,017 31 土地再評価差額金 1,857 6.1 1,857 6.1          －

減価償却累計額 △7,316 △7,558 242 自 己 株 式 △6 △0.0 △4 △0.0 △2 

1,850 1,782 67

土 地 3,342 3,342          －

建 設 仮 勘 定 44 20 23

無形固定資産 92 124 △31 

ソ フ ト ウ ェ ア 82 113 △30 

施 設 利 用 権 10 10 △0

投資その他の資産 1,184 1,229 △45 

投 資 有 価 証 券 34 34          －

子 会 社 株 式 1,000 1,000          －

長 期 前 払 費 用 40 68 △27 

そ の 他 の 投 資 201 198 3

貸 倒 引 当 金 △91 △70 △20   資  本  合  計 10,844 35.5 8,304 27.2 2,540

  資  産  合  計 30,587 100 30,506 100 80 負債及び資本合計 30,587 100 30,506 100 80

(注) 保 証 債 務 59 百万円 72 百万円

平成18年3月31日現在 平成17年3月31日現在 平成18年3月31日現在 平成17年3月31日現在
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損　益　計　算　書
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当　　　　期 前　　　　期
自  平成17年４月  １日 自  平成16年４月  １日
至  平成18年３月３１日 至  平成17年３月３１日 比較増減

科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

（ 経 常 損 益 の 部 ） ％ ％

 営  業  損  益  の  部

売 上 高 29,810 100 25,327 100 4,482
売 上 原 価 23,740 79.7 20,112 79.4 3,627
販売費及び一般管理費 4,746 15.9 4,358 17.2 387

営　　業　　利　　益 1,323 4.4 856 3.4 467
 営 業 外 損 益 の 部

営  業  外  収  益 109 0.4 151 0.6 △ 42 
受 取 利 息 56 61 △ 5 
そ の 他 53 90 △ 37 

営  業  外  費  用 351 1.2 401 1.6 △ 49 
支 払 利 息 320 376 △ 55 
そ の 他 31 25 5

経　　常　　利　　益 1,081 3.6 606 2.4 474
（ 特 別 損 益 の 部 ）

特　　別　　利　　益 2,034 6.8 40 0.1 1,994
投 資有価証券売却益          － 40 △ 40 
厚生年金基金代行返上益 2,034          － 2,034

特　　別　　損　　失 341 1.1 58 0.2 282
た な 卸 資 産 廃 棄 損 205          － 205
固 定 資 産 除 却 損 33 22 11
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17          － 17
役員退職慰労引当金繰入額 84          － 84
役 員 退 職 慰 労 金          － 35 △ 35 

税引前当期純利益 2,774 9.3 588 2.3 2,185
法人税、住民税及び事業税 52 0.1 55 0.2 △ 3 
法 人 税 等 調 整 額 △ 5 △ 772 767

当　期　純　利　益 2,727 9.2 1,306 5.2 1,421
前期繰越利益又は前期繰越損失（△） 1,102 △ 3,623 4,725
資本減少による欠損填補額          － 3,623 △ 3,623 
当 期 未 処 分 利 益 3,829 1,306 2,523

利　益　処　分　案
（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　　別　 当　　　　期 前　　　　期
自  平成17年４月  １日 自  平成16年４月  １日 比較増減

科　　目 至  平成18年３月３１日 至  平成17年３月３１日

2,523
  これを次のとおり処分します。

2
△ 0 
28

2,492

△0.0

3,829

43

1,102

21
43

141

△3.1

当 期 未 処 分 利 益

169
3,595

1,306

18

次 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金

第 １ 種 優 先 株 式 配 当 金

普 通 株 式 配 当 金
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重  要  な 会  計  方  針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 子会社株式  　　　…………………………… 移動平均法による原価法
　　　 その他有価証券
       時価のないもの  ………………………… 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　製品､半製品、材料  　　 …………………… 総平均法による原価法
　　　　仕掛品、未着品　　   ………………………　個別法による原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法 ……………  定率法

４．引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して計上しております。

　　　　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務から年金資産並びに会

計基準変更時差異未処理額、未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務債務を加減

した額を計上しております。

　　　　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。

（追加情報）

当社の役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理していましたが、当期から

当社社内規程に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法によって

おります。これは当期において規程を制定したことに伴い、財務の健全性をはかるため行

ったものであります。

５．リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税及び地方消費税の会計処理の方法　　……　　税抜方式

７．当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。
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８．「土地の再評価に関する法律」(平成１０年３月３１日公布法律第３４号)に基づき､平成１４年
３月３１日に下記方法により事業用土地の再評価を行っております。当期貸借対照表記載の

土地の価額は当該再評価額に基づいております。なお、取得価額と再評価額との差額につ

いては､当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し､これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

   再評価の方法
       「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）
     第２条第４号に定める地価税法第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の基
     礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
     定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

   当期末において上記方法により再評価した価額は、貸借対照表記載の土地の価額を
   ５０８百万円下回っております。
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